
～今月のおすすめ情報～

栃木労働局「今月(７月)のおすすめ情報」を紹介します。

栃木労働局

【掲載場所】
栃木労働局トップページ ＞ 今月のおすすめ情報

局HPのトップページの
ここに掲載しています！

〇最低賃金引上げに向けて次の支援措置を設けています。ご活用ください。

＊業務改善助成金:生産性を向上させ、｢事業場内で最も低い賃金｣の引上げを図る
中小企業・小規模事業者を支援する助成金

（※詳しくは二次元バーコードからホームページをご覧ください）

【問合せ】業務改善助成金コールセンター TEL：0120‐366‐440

＊働き方改革推進支援センター相談窓口:中小企業における労働環境整備、例えば、賃金規程

の見直しや業務改善助成金をはじめとする労働関係助成金の活用などの相談対応
【問合せ】栃木働き方改革推進支援センター TEL：0800‐800-8100

③ 賃金引上げに向けた支援策について

https://www.saiteichingin.
info/chingin/

② 熱中症を予防しましょう！
７月、８月は高温多湿な時期となり熱中症のリスクが高まります。
昨年は、仕事中に熱中症のため死亡するといった労働災害が発生しております。
「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン」に取り組み、水分・塩分をこまめに

摂取するなど熱中症を予防しましょう。
なお、体調不良の方に異常を認めたときは、躊躇することなく救急隊を要請しましょう。

詳しくは
こちら👉

① 改正育児・介護休業法及び改正次世代育成支援対策推進法が公布されました！(公布日:令和6年5月31日)

① 柔軟な働き方を実現するための措置等が事業主の義務

３歳以上、小学校就学前の子を養育する労働者に関する柔軟な働き方を実現するために、以下から
２つ以上の制度を選択して措置すること。

・始業時刻等の変更・テレワーク等（10日／月）・保育施設の設置運営等
・新たな休暇の付与（10日／年）・短時間勤務制度

② 所定外労働の制限（残業免除）の対象が拡大

3歳に満たない子を養育する労働者 小学校就学前の子を養育する労働者

③ 子の看護休暇の見直し

対象となる子の範囲が小学校3年生修了までに延長され、取得事由に「感染症に伴う学級閉鎖等、
入園（学）式、卒園式」が追加されます。

④ 育児休業取得状況の公表義務が300人超の企業に拡大

従業員数1,000人超の企業 従業員数300人超の企業

詳しくは
こちら

Ⅰ 育児・介護休業法の主な改正ポイント

法律の有効期限の延長

令和7年(2025年)3月31日までとなっていた法律の有効期限が、令和17年(2035年)3月
31日までに延長されました。

Ⅱ 次世代育成支援対策推進法の主な改正ポイント

【問合せ】栃木労働局雇用環境・均等室 TEL：028-633-2795

詳細は今後省令等で定められます。

施行日：① 公布後1年6か月以内の政令で定める日
②～④ 令和7年4月1日～

https://pc.saiteichingin.info/chingin/
https://pc.saiteichingin.info/chingin/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000116133.html


⑦ 令和６年４月から障害者の法定雇用率が引き上げられました！

令和７年４月１日から除外率が、
各除外率設定業種ごとにそれぞれ１０ポイント引き下げられます。

⑥ 労働者の人材育成に人材開発支援助成金を活用しませんか？

人への投資促進コース・・・ｅラーニング等の定額受け放題サービスで目的や職種などに
合わせた効果的な訓練を実施した場合の定額制訓練、労働者が自発的に受講した訓練経
費を負担する事業主へ助成の自発的職業能力開発訓練、他デジタル人材、高度人材を育
成する訓練の訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成する制度。

事業展開等リスキリング支援コース・・・企業の持続的な発展のため、新製品の製造や新
サービスの提供等により新たな分野に展開する、または、デジタル・グリーンといった
成長分野の技術を取り入れ業務の効率化を図るための人材育成に対して訓練経費や訓練
期間中の賃金の一部を高率助成により支援する制度。

【問合せ】栃木労働局助成金事務センター TEL：028-614-2263

令和５年度 令和６年４月 令和８年７月

民間企業の法定雇用率 ２.３％ ⇒ ２.５％ ⇒ ２.７％

対象事業主の範囲 43.5人以上 40.0人以上 37.5人以上

障害に関係なく、希望や能力に応じて、誰もが職業を通じた社会参加のできる「共生社
会」実現の理念の下、全ての事業主に、法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務
があります。法定雇用率は今後も段階的に引き上げられます。

④ 令和６年度労働保険の年度更新の手続のお知らせ （６/３～７/1０)

〇令和６年度労働保険年度更新の手続きは、
令和６年６月３日から７月10日までです。

★ いつでもどこでも手続き可能！
★ 簡単・スピーディに申請！
★ ムダな時間やコストも削減！

労働保険の申請は、カンタン・
便利な電子申請で！

〇令和６年度から労災保険率、労務費率、第２種特別
加入保険料率を改定します。

〇令和６年度の労災保険の概算保険料は新しい料率で、
令和５年度の確定保険料はこれまでの料率での申告
をお願いします。

〇令和５年度確定保険料の算定に当たっては、年度
更新申告書計算支援ツールをご活用ください。

♢労災保険の料率変更のリーフレットはこちら

法人共通認識基盤（GビズID）を
ご利用ください

♢労働保険料の口座振替はこちら

⑤ 労働保険電子申請アドバイザーが活用できます！（無料）

〇無料で労働保険電子申請の初期設定をお手伝いします。
訪問・オンラインによりアドバイザーを活用して、労働保険
電子申請の初期設定をすることができます。

♢ 年度更新申告書の書き方はこちら

♢年度更新申告書計算支援ツールはこちら
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